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令和３年９月２２日 

国立大学法人大分大学 

 

 

研究費不正事案に関する調査結果の概要について 

 

１．経緯・概要 

（１）発覚の時期及び契機 

令和元年１１月１２日付けで統括管理責任者から各学部に対して依頼した出張確

認調査の結果、調査対象者による旅費の不正使用の疑義について報告があった。 

 

（２）調査に至った経緯等 

研究公正委員会において、報告内容を基に審議した結果、報告内容に信憑性・合理

性等があることから、本調査を実施することを決定した。 

 

２．調査体制 

 調査委員会（学内委員４名、学外委員（弁護士、公認会計士）２名）を設置して調査を

実施した。 

＜調査委員会の構成＞  

  【委員長】 

守山 正胤 理事（研究、社会連携、産学連携、地域医療人材育成・福祉担当） 

  【学内委員】 

   飯野美智子 研究推進部長 

   堀池 幸浩 財務部長   ※令和３年３月３１日まで 

   佐瀬 宣次 財務部長   ※令和３年４月 １日から 

   辻  良平 財務企画課長 

  【学外委員】 

   中山 陽介 弁護士（弁護士法人 アゴラ） 

   大石  聡 公認会計士（大石公認会計士事務所） 

  

３．調査内容 

（１）調査期間 

令和２年４月１６日から令和３年７月２６日まで 

 

（２）調査対象者 

教育学部教授 谷口 勇一 

 

（３）調査対象経費 

平成２６年度の科学研究費助成事業及び平成２７年度～令和元年度の公的研究費

（運営費交付金、補助金、受託研究費、共同研究費、寄附金、自己収入等を財源とし

て扱う全ての経費）における旅費、物品費、謝金 
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４．調査方法 

（１）旅費関係 

   1) 調査対象者提出の旅行伺兼旅行命令簿、旅行報告書、研究ノート、手帳等の関

係資料の書面調査 

2) 調査対象者への事情聴取 

3) 教育学部及び本部の旅費担当者への事情聴取 

4) 調査対象者が主張する用務先（出張先）の機関、インタビュー対象者等への事

情聴取 

 

（２）物品関係 

調査対象者が管理している物品の確認 

 

（３）謝金関係 

調査対象者が委嘱した謝金関連資料等の確認 

 
５．調査結果 

 （１）不正の種別 

旅費の架空請求（５件）及び過大請求（１件） 

 

（２）不正の具体的な内容 

1) 動機・背景 

調査対象者は、「詳細に旅行報告書の内容を確認されることはないであろう、旅行

報告書には科研費の研究らしく出張した内容を記載し体裁を整えることが礼儀で

あると考えていた」といった趣旨や、インタビュー調査などの調査研究活動にかか

る費用の一部を調査対象者自らが負担していることに関する発言をしており、これ

らの発言から、公的研究費で賄われない費用に充てるため、旅行命令がなされた出

張内容とは異なる出張内容になったにもかかわらず、変更申請をせず、旅行報告書

に虚偽を記載し、旅費を過大請求したと考えられる。 

一方で、調査対象者は、架空請求については認めていない。しかしながら、調査対

象者に見られる倫理観の欠如という背景、公的研究費で賄われない費用への充当に関

する動機が、過大請求にのみ当てはまり、架空請求については異なる背景、動機があ

るとする事情は見受けられず、架空請求についても、上記と同様と考えられる。 

 

  2) 手法 

・架空請求：架空の出張を申請し、虚偽の報告書を提出することにより大学から

旅費を得ていた。  

    ・過大請求：自己都合により出張期間を短縮したにも関わらず、大学に出張変更

の申請を行わず虚偽の報告書を提出することにより大学から過大に

旅費を得ていた。 

 

   3) 不正等に支出された研究費等の種類、額、年度及び関与した研究者数 

    ・資金の種別：科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金） 

    ・不正使用額：241,760 円 

    ・不正が行われた年度：平成２７、２９、３０年度 

    ・不正等に関与した研究者数：１名 
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   4) 私的流用の有無 

不正に支払われた旅費は、適正な旅費と同様に、調査対象者名義の個人口座に振

り込まれている。当該口座は、旅費に関する入金だけでなく、他の収入にかかる入

金が混じり、私的な支出なども繰り返し行われ、調査対象者の日常生活に使用され

ている口座であり、不正に支払われた旅費が当該口座に振り込まれた後も、同様の

入出金が繰り返されている。 

したがって、不正に支払われた旅費は、他の収入等と混ざって出金されていると

考えられる以上、私的に流用されたと判断せざるを得ない。 

 

（３）調査を踏まえた大学としての結論と判断理由 

調査対象者への事情聴取、証拠書類等の実査、用務先への事情聴取など、調査の結

果、調査対象者は、虚偽の旅行報告書を提出することにより、架空の旅費を請求して

旅費を受給した（架空請求）事実、及び、調査対象者本人の判断で旅程を短縮したに

もかかわらず、変更手続きを行わず、虚偽の旅行報告書を提出することにより、過大

に旅費を請求して旅費を受給した（過大請求）事実があったと判断し、調査対象者が

故意に不正使用を行ったと判断した。 

 

 （４）その他 

調査の結果、用務の一部に疑義があるものの旅費支給自体は不正と判断しなかった

ものとして、旅行報告書に虚偽が記載されており、その用務の一部が行われていない

出張が４４件確認された。 

 
６．不正の発生要因と再発防止策 

（１）発生要因 

1) 調査対象者のコンプライアンス意識の問題 
本学は調査対象者に対して、研究費使用ハンドブック等の使用ルールに関する資

料、公的研究費の不正防止に関する各種研修会及び e-learning の受講機会を与え、

調査対象者も研修会等を受講していたが、虚偽の旅行報告を常態的に行っており、

本人の公的研究費の使用に対する規範意識が欠如していたと考えられる。 

 
2) 旅費の牽制体制の問題 

本学では、出張前後及び内部監査で事務が出張事実と証拠書類との突合等により

確認を行っていたが、用務遂行の確認が困難な出張は、旅行報告書における用務の

概要、相手先の氏名及び宿泊先の記載といった確認できる情報に基づいて旅費を支

給していた。なお、用務の相手先への事実確認は、先方の協力が得られなければで

きないため、確認できないまま処理を終わらせざるを得なかった。さらに、内部監

査では全教職員の全ての旅費を定期的に監査することは非現実的であり、一部の教

職員、研究課題の旅費を抽出して監査せざるを得なかった。結果的に調査対象者の

虚偽の旅行報告を早期に発見できず、改善指導等の機会を得ることができなかった。 
 

（２）再発防止策 

1) コンプライアンス意識の向上 
・不正防止計画の見直しを行い、PDCAサイクルにおける全学と部局の役割を明確

化するとともに、構成員それぞれに応じたコンプライアンス教育や不正事例の
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紹介等による啓発活動を盛り込む。 

・内部監査結果を学内イントラネットに掲載するほか、各学部教授会等において

全員へ配布して内容を説明するとともに、欠席者に対しても個別に説明を行い

周知徹底する。また、内部監査におけるヒアリングの際に、前回の内部監査結

果や不正防止対策に関する質問を行い、周知状況と理解度を確認する。 

・新たにコンプライアンス推進副責任者を置いてコンプライアンス教育の受講管

理を徹底する。また、会計担当の事務職員を対象とした実務研修会や各学部に

おいて実際の不正事例を題材とした勉強会を実施し、基礎的な知識の向上とコ

ンプライアンス意識の向上に取り組む。 

 

   2) 旅行申請及び報告における牽制体制の強化 

・旅費システムの改修により先方負担の有無、兼業の有無に関するチェック項目

を追加するとともに、抽出調査により出張の事実確認を行う。 

・用務遂行を確認できる証拠書類の提出が困難な旅行については、相手方へのア

ポイント取りに係るやり取りの記録、用務先の写真、相手方のサイン等を提出

させる。 

・チェック機能を働かせることが、研究者を守り、ひいては大学を守るといった

意識を持つことを促すため、研修会等において、チェック機能の重要性につい

て研究者及び事務職員の双方に啓発する。 

 
 

 

 

   

 

 

【本件問い合わせ先】 

大分大学研究推進部研究推進課 竹内、廣田 

ＴＥＬ：０９７－５５４－７１８１、７００３ 

ＦＡＸ：０９７－５５４－８５５７ 

E-mail：kenkyou@oita-u.ac.jp 

 


